職場のソーシャル・キャピタルに関わる介護施設の取り組みの実態：４施設の事例検討 by 富永 真己 & 中西 三春
要　　旨　介護施設における介護職の職場のソーシャル・キャピタルに関わる取り組みの実態と課題を明らか
にし、職場環境の改善の方策の示唆を得ることを目的に調査研究を実施した。調査協力が得られた特
別養護老人ホームとグループホームの施設長を対象に半構造化面接を実施し、４施設のデータを用い
て事例分析を行った。職場のソーシャル・キャピタルの前提となる「コミュニケーション」、「信頼」、
および「積極的なリーダーシップの実践」に焦点を当て、関係する内容を事例毎に整理し、帰納的に
考察した。結果、コミュニケーションでは ＂職場の情報共有と主体性の促進＂ 等、信頼では ＂組織
メンバー間で敬意と信頼を育む機会＂ 等、積極的なリーダーシップの実践では ＂職場の人間関係の
問題への介入の工夫＂ 等、の施設長による取り組みの実態が課題とともに明らかとなった。介護現
場の人間関係がもたらす職場環境の改善のための方策についての示唆が得られた。
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Ⅰ．緒言
医療福祉分野の職場環境において人間関係は特に
重要である。ヨーロッパの34か国を対象とした調査
は、あらゆる産業分野の中でも、医療福祉分野の労
働者が職場で身体や言語的暴力といった反社会的行
為に最も晒されていると報告している（Eurofound, 
2012）。日本においても、精神疾患による労働災害
補償の産業分野別の請求件数で、医療福祉分野は５
年以上にわたり最も多いと報告され、出来事別件数
では「上司とのトラブル」と「過酷な嫌がらせ、い
じめ、および暴力」が１位と２位に位置する（厚生
労働省, 2018）。このことから、医療福祉分野におい
ても人間関係での出来事が労災に発展した事例が多
く含まれると考えられる。
国内では急速な高齢化を背景に、介護職の需要が
今後さらに増すと推計されている（国立社会保障・
人口問題研究所, 2018）。一方、2017年度の事業所に
おける介護職の不足感は４年連続で増加し、介護職
の離職理由の１位は「職場の人間関係に問題」で
あった（介護労働安定センター, 2018）。職場環境の
人間関係がもたらす倫理的風土の悪影響は、看護師
の離職意向に影響すると報告されているが（Hart, 
2005）、介護職においても同様の状況が推測される。
これに対して、支援的で倫理的な職場環境は看護師
とソーシャルワーカーの離職意向を減じることが報
告されている（Ulrich et al., 2007）。介護職を対象
とした大規模調査研究では、賃金等の処遇に加え、
個性が尊重されない職場風土が離職意向の要因で
あったことからも（白石他, 2011）、人間関係がもた
らす職場環境の負の影響を減じることが、介護現場
の人的資源の課題を解決する上で不可欠であるとい
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える。
この点で、社会的関係やネットワーク、互酬性の
規範、信頼などを含む概念であり、相互利益のため
の協調や協力が促されると考えられる ＂ソーシャ
ル・キャピタル＂ は有益な概念といえる（Kawachi, 
1999; Putman, 1995）。職域に適応した ＂職場のソー
シャル・キャピタル＂ の研究については、労働者
が互いに信頼し、より積極的に組織運営に参加し、
豊かに交流し合うという側面に焦点を当てており
（オクサネン他, 2013）、抑うつ（Kouvonen et al., 
2008）やバーンアウト（Kowalski et al., 2010）を
はじめ労働者の健康との関連性が報告されている。
さらに加藤ら（2015）はコミュニケーションや情報
共有の度合いを企業内ソーシャル・キャピタルの指
標として用い、介護職（N=19,535）就業継続意向
との有意な関連性を明らかにし、離職を抑制するた
めには組織内のコミュニケーションに配慮した労働
環境の形成が必要であると結論づけている。
職場のソーシャル・キャピタルの醸成は介護職の
定着において重要であると考えられる一方、ソー
シャル・キャピタルは様々な方法で定義され、必ず
しも定義と測定法が定まってはいない（Kawachi, 
et al, 2008; 相田潤他, 2011）。多くの先行研究が引用
するPutnam（2001）の定義と同様に、Kawachi
（2006）は『相互利益のための協調を促す、「ネット
ワーク」、「信頼」、「互恵性の規範」といった社会組
織の特徴』とし、「ネットワーク」、「規範」、「信頼」
は重要な側面として定義している（Kawachi, 2006）。
医療福祉産業の職場については、Read（2014）が
概念分析により、看護師の職場のソーシャル・キャ
ピタルは「職場での社会的関係のネットワーク」、
「共有された価値」、「知識やあり方の方法」を特性
とし、それらの前提には「コミュニケーション」、
「信頼」、および「積極的なリーダーシップの実践」
があると述べている。
人材不足が深刻な介護職の職場のソーシャル・
キャピタルの醸成に関し、医療福祉産業という特殊
な分野である点を踏まえ、Read（2014）の知見を
参考に介護施設の取り組みの実態と課題を明らかに
することは、離職防止と人材定着の方策を検討する
上で有益である。よって本研究は、これまでに明ら
かにされなかった介護施設における介護職の職場の
ソーシャル・キャピタルに関わる取り組みの実態と
課題を事例分析により明らかにし、人間関係がもた
らす職場環境改善の方策に関する示唆を得ることを
目的とした。
Ⅱ．方法
１．操作的定義
Kawachi（2006）はソーシャル・キャピタルを
『相互利益のための協調を促す、「ネットワーク」、
「信頼」、「互恵性の規範」といった社会組織の特徴』
と、また「ネットワーク」、「規範」、「信頼」はその
重要な側面として定義している。このことを踏まえ、
本研究では職場のソーシャル・キャピタルを、『労
働者間の信頼や互恵性の規範、ネットワークといっ
た協調行動を促進するもの』と操作的に定義した。
２．対象と方法
半構造化面接を用いた事例分析を実施した。調査
対象は調査協力の同意が得られた特別養護老人ホー
ムとグループホームの施設長である。2016年10月～
11月に、機縁を用いて介護施設の施設長に対し、研
究の説明と協力依頼の文書を送付した。調査協力の
承諾が得られた７か所の施設長（もしくはそれに相
当する施設管理者）に対し、2016年11月～翌年１月
に２名の研究者による半構造化面接を実施した。な
お、対象施設及び研究協力者の基本属性と特性につ
いては、面接実施前に自記式質問調査票にて情報を
収集した。
面接では、介護施設における人的資源を中心とし
た「職場環境に対する取り組みと課題」について、
＂職場のソーシャル・キャピタルを含む＂ ３下位尺
度20項目から成る労働職場環境の測定尺度（Tei-
Tominaga., et al, 2018）の質問項目（例. ＂スタッフ
が全体として信頼に値する＂ ＂スタッフ間で共通目
標が存在する＂ 等）を用いて例を挙げながら尋ねた。
許可を得て内容の録音を、録音の了解が得られない
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場合は、許可を得て紙面に記録した（平均時間：51
分±8.26）。７施設のうち、質問者バイアスの影響
を考慮し、同一研究者が実施した４施設の面接の逐
語録・記録のデータを事例分析に用いた。
３．データ分析
事例分析では、同じ医療福祉産業に該当する看護
師の職場のソーシャル・キャピタルに関する概念分
析の先行研究を参考に（Read, 2014）、介護施設の
職場のソーシャル・キャピタルについて、『労働者
間の信頼や互恵性の規範、ネットワークといった協
調行動を促進するもの』という特性の、前提として
必要な「コミュニケーション」、「信頼」、および
「積極的なリーダーシップの実践」（Read, 2014）の
３点を切り口として、語りの内容からこれらに関わ
る取り組み事例を類型化し、抽象度を上げ命名した
上で、エクセルシートに整理・分類し、帰納的に考
察した。分析の途中、取り組み事例の類型化につい
ては、逐語録・記録のデータに戻り、確認を行った。
分析結果の妥当性を確保するため、逐語録・記録
のデータの内容と取り組みの類型化については、介
護現場に精通した研究者に解釈や表現について確
認を依頼し、分析結果はおおむね妥当との意見を
得た。
４．倫理的配慮
本研究は研究分担者の所属機関の倫理委員会の承
認を受けて実施した（承認番号：197，承認日2016
年９月30日）。研究協力者である各施設長には、研
究協力に際して研究目的と方法、参加は自由意思で
あり参加の有無で不利益を受けないこと、同意の途
中撤回も可能であること、プライバシーの確保と個
人情報を含むデータの管理に注意すること、結果は
匿名性を確保した上で研究目的以外に使用しないこ
とを文書に含め説明を行い、同意書への署名により
同意を得て実施した。
Ⅲ．結果
表１に示すように４施設のうち３施設が、ユニッ
ト型（個別ケア型）のサービス形態、従業員数が49
人以下、施設入居者定員数は30人以下の小規模施設
であった。調査実施の前年度の介護職員の離職率は
１％－21％で、充足率94%－109%であった。研究
表１　対象施設情報と対象者の属性と特性１）
施設情報 施設① 施設② 施設③ 施設④
　設置主体と種類
医療法人 
特別養護老人ホーム
社会福祉法人 
特別養護老人ホーム
社会福祉法人 
特別養護老人ホーム
医療法人 
グループホーム
　サービス形態 ユニット型（個別ケア型） 従来型（集団ケア型） ユニット型（個別ケア型） ユニット型（個別ケア型）
　総従業員数 49人以下 50人以上 49人以下 49人以下
　介護士数 14人 63人 25人 26人
　介護士の中で介護福祉士の占める割合 57% 76% 72% 85%
　介護士の正規職員の占める割合 100% 29% 48% 27%
　2015年度の介護職員の離職率 21% 6% 8% 1%
　2015年度の介護職員の充足率 109% 94% 98% 99%
　施設入居者定員数 18人 100人 29人 18人
　現在の施設入居者数 18人 80人 29人 17人
対象者の属性と特性
　職位 施設管理者 施設長 施設長 施設長
　性別 男性 女性 男性 男性
　年代 30代 60代 40代 50代
　勤続年数 12年 22年 22年 21年
　居宅系施設の経験年数 12年 ２年 22年 5.5年
　現職位での就業年数（他組織も含む） ３年 ２年 ４年 5.5年
　社会人としての就業先の数 ３カ所目 ２カ所目 １カ所目 ５カ所目
　介護施設の就業先の数 １カ所目 １カ所目 １カ所目 １カ所目
　資格 介護福祉士 介護福祉士 介護福祉士 ホームヘルパー２級
１）2016年11月-2017年１月に収集した情報を示す
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表２　職場のソーシャル・キャピタルの前提に関わる取り組みの事例分析の結果
職場のソー
シャル・
キャピタル
の前提
施設① 施設② 施設③ 施設④
実践内容 課題 実践内容 課題 実践内容 課題 実践内容 課題
コミュニケーション
職場の情報共有と主
体性の促進
（例．現場の問題をタ
イムリーに捉えるた
めの中間管理職との
定期的な交流会，月
１回のユニット単位
のミーティングと数
値目標での評価，年
１回の各自の目標と
達成度の発表会）ニ
ケーション
中間管理職のコミュ
ニケーションの課題
（例．資格や経験年数、
能力や理解力の個人
差がある中で、それ
ぞれに伝わる言葉を
使い分けて行う指導
上 の コ ミ ュ ニ ケ ー
ションの難しさ）
施設内の縦横や施設
外の人々との交流の
機会
（例．スタッフと入居
者 や 家 族、 地 域 の
人々と交流できる機
会として文化祭や座
談会、婦人会との協
同イベントの実施）
固定した集団が仲良
くなりすぎることで
の弊害
（例．職場や仕事の変
化や異動への抵抗，
従来の方法に固執す
る姿勢）
職場の情報共有と主
体性の促進
（例．業務上の提案に
ついて決定までの過
程をスタッフと共有
する情報，多様な職
位のメンバーで意見
交 換 す る 機 会 の 提
供）
中間管理職のコミュ
ニケーションの課題
（例．年齢が若い男性
が役職に就いた場合
に難しい親切心や思
いやりの伝え方）
職場の情報共有と主
体性の促進
（例．「失敗しても構
わない、悩んだとき
は相談してほしい」
と伝えた上で、職場
単位で皆が会話を通
じて自分たちで物事
を決断し、自立し、
自主的に選択するこ
とで責任を持たせる
管理方法）
中間管理職のコミュ
ニケーションの課題
（例．経営という点で
高齢者施設では人間
関係が大事であり、
そのためにはコミュ
ニケーションが大事
で、その意味で中間
管理職の人間力をど
う高めるかが課題）
信頼
問題発生時のポジテ
ィブな解決方針
（例．各自がインシデ
ントの報告を怠らな
いための、法人の「報
告するほど評価され
る仕組み」の活用）
組織メンバー間で敬
意と信頼を育む機会
（例．スタッフ間のみ
ならず、利用者の家
族からの感謝の便り
の掲示による利用者
からの感謝の言葉の
共有）
人材の多様性で生じ
る仕事の負担の偏り
（例．資質や姿勢に課
題のあるスタッフの
影響で生じる同僚ス
タッフへの精神的・
物理的な負担）
職場の良好な水平の
人間関係づくり
（例．一人で対応が難
しいケアはユニット
を超えたの二人介助
や 道 具 の 活 用、 ス
タッフ間の声かけや
中間管理職間での積
極的な意見交換の推
奨）
中間管理職の育成と
教育
（例．施設長への報告
せず問題を抱え込む
状況や、「主体性」を
持たせる職場運営を
「関心のなさ」との誤
解）
組織メンバー間で敬
意と信頼を育む機会
（例．「聞いていない」
という言葉が出る状
況を改善し、「お互い
様」と伝え合うこと
の推奨）
望ましい職場スタッ
フの性別や年代の割
合との乖離
（例．母性を求められ
る介護業務において
望ましいと考える人
員構成、20-30代は２
割、40-50代は７-８
割、60代以上は1割、
男女比は３対７から
かけ離れた現状）
職場の良好な水平・
垂直の人間関係づく
り
（例．年２回のアンケー
トを通し普段職場で
言えないことを吐く
機会の提供、職種で
はなく資質を重視し
た研修会、大事な事
柄は施設長と書面で
なく直接話すコミュ
ニケーションの方法）
職場の良好な垂直の
人間関係づくり
（例．掲示板を利用し
た毎月の施設長が作
成する新聞の掲示と
そ の 中 で の コ メ ン
ト、中間管理職のス
タッフへの個々の能
力を否定しないポジ
ティブな指導方針）
職場の良好な水平の
人間関係づくり
（例．採用する介護職
の資格の統一、働き
方の自由裁量での選
択といった同職位や
雇用形態や勤務年数
の違いで上下関係を
作らない工夫）
人材の多様性で生じ
る仕事の負担の偏り
（例．母性が求められ
る仕事ゆえにその課
題がある介護士に与
える仕事の限界、介
護業務の適性がある
中性的な男性の仕事
が遅いという傾向）
問題発生時のポジテ
ィブな解決方針
（例．ポジティブな言
葉かけや、多忙な際
も後日フィードバッ
クするとの声かけ）
問題発生時のポジテ
ィブな解決方針
（例．入居者の問題を
事例として扱い、解
決すると達成感を感
じるものという共通
の目標に置き換える
ポジティブな解決方
針）
中間管理職の育成と
教育
（例．管理職・リーダー
として望ましい要件
として①感情のコン
トロール、②思慮深
さ、③十分な現場経
験、若い女性管理者
には難しい年長の男
性の部下への指導）
積極的なリーダーシップの実践
社是を踏まえ「主体
性を大切にした人材
育成」を理念とした
部下管理
（例．委員会や係など
個々の職員に合った
役割を担う機会の提
供 で 引 き 出 す 主 体
性）
仕事における多様な
価値観
（例．指示を受けて決
まりきった仕事を行
うことを好む者は、
組織の理念である主
体性を理解できず辞
めてしまう現実）
協働して作った職員
の行動指針を踏まえ
たケアの実践と教育
（例．関係者が協議を
重ねて作成した行動
指針、接遇や組織の
スローガン「笑顔を
引き出す」等の理解
を促す職員全員への
年1回の職員教育の
開催）
仕事における多様な
価値観
（例．中高年男性の新
入職者が、若い異性
の中間管理者からの
指示を受けつけない
背景にある世代や性
別に関する価値観）
施設長の独自の方針
によるリーダーシップ
（例．主体性を尊重す
る方針を踏まえ、職
場で助け合いを推奨
するが各職場のやり
方や仕組みを大事に
し た 施 設 長 の 関 わ
り）
モチベーションを維
持するリーダーシッ
プの難しさ
（例．個で働く仕事が
大半な中でスタッフ
にモチベーションを
維持してもらうこと
の難しさ）
施設長の独自の方針
によるリーダーシップ
（例．ノーマライゼー
ションの理念による
支援の展開、「おせっ
かい介護をしない」
対 象 者 へ の 自 立 支
援）
仕事における多様な
価値観
（例．入居者の自立支
援を尊重した関わり
が、他施設で対象者
の生活の全面を介助
するという経験を持
つ介護職との間に生
じる軋轢）
スタッフ目線での現
場との関わり
（例．欠員発生時には
施設長が率先して行
う支援、問題発生時
にスタッフ同士の主
体性を大事にした施
設長の関わり）
人材の多様性による
格差
（例．学歴や資格、お
年寄りとうまく関わ
ることができる資質
の有無、介護への志
の強く持つ者とそう
でない者、人材育成
の 効 果 や 仕 事 の 能
力、ケアの質の格差）
職員の教育・育成の
積極的な支援
（例．新入職者の教育
におけるチューター
制の導入，外部研修
の参加や会議の出席
の機会の提供）
中間管理職や指導者
の要件に見合う人材
の不足
（例．職場の変化に臨
機応変に対応できる
資質をもつ中間管理
者の候補となる人材
不足）
スタッフ目線での現
場との関わり
（例．施設長の業務時
間内の現場のラウン
ドによるスタッフと
直接的な交流）
組織の凝集性を高め
る工夫
（例．地域密着型施設
として地域の文化を
理解する地元居住か
らのみのスタッフの
採用）
人材の多様性による
格差
（例．資質や資格、背
景といった人材の多
様さによる格差から
困難なスタッフの適
材適所探し）
業務の標準化
（例．施設長が不在の
場合も施設運営に支
障をきたさぬための
業務マニュアルの整
備）
中間管理職や指導者
の要件に見合う人材
の不足
（例．人材確保が難し
い中で入職３年目で
大ベテランになる現
状、２～３年毎の異
動 と い う 法 人 の 方
針、産休や育休によ
る人材の変動、によ
る難しい人材育成）
職場の人間関係の問
題への介入
（例．チューターとの
相性が悪い場合のチ
ューター交代等の速
や か な 施 設 長 の 介
入）
職場の人間関係の問
題への介入の工夫
（例．スタッフに「マ
イ・エコマップ」の
作成による問題の可
視化と当事者自身の
関わりを振り返る機
会の提供、問題発生
時に関係者だけでな
く全体に注意伝える
ことによる課題の共
通認識）
仕事の楽しさや達成
感を高める工夫
（例．介護以外の仕事
や給食メニューを共
に考えるなど協働作
業の機会の提供）
モチベーションを維
持するリーダーシッ
プの難しさ
（例．人手不足の職場
で低下するスタッフ
のメンタルヘルスと
モチベーションを維
持 す る こ と の 難 し
さ）
業務の標準化
（例．人材の能力・経
験、業務の可視化と
介護職員の行為の一
覧化図やマニュアル
作成で各業務の「見
える化」の試み）
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協力者の属性と特性では、３名が介護福祉士の資格
を有し、男性が３名、年代は30代から60代まで多様
であった。勤続年数は平均19年で、施設長という現
職位での平均就業年数は2.9年であった。
表２に対象施設の職場のソーシャル・キャピタル
の前提に関わる取り組みの事例分析の結果を示す。
なお、具体的な事例についての研究協力者の語りは
斜字で『』の中に示す。
まず、職場のソーシャル・キャピタルの前提とし
て示される３項目のうち「コミュニケーション」に
ついて施設長から、スタッフと情報を共有し、多様
な職位のメンバーで意見交換する機会の提供といっ
た“職場の情報共有と主体性の促進（施設①と③と
④）＂、さらに“施設内の縦横や施設外の人々との
交流の機会（施設②）＂ が挙げられた。＂施設内の
縦横や施設外の人々との交流の機会＂ について、具
体的に次のような語りで事例が紹介された。
『スタッフの中には利用者から感謝されることで
やりがいを感じるものも多いので、できるだけ利用
者からの感謝の言葉は皆に伝えるようにしています。
以前、（中略）コーラス隊を作って利用者皆が参加
できる発表会を行ったんですが、それを利用者のお
孫さんがほめてくださり、新聞に投稿してくださっ
たことがあったんです。こういった催しは入所の人
たちが晴れやかな気持ちになるのですが、そもそも
この発表会は施設長のアイディアで始めていて、そ
れ以外に文化祭であれば作品展を実施しているんで
す。市民文化祭と婦人会と協働して、「してもらう」
ばかりでなく施設の利用者が主体性をもってもらう
機会や場を設けて月１回地域の方々と座談会もして
います。（施設②）』
一方、課題として、スタッフにおける職場や仕事
の変化や異動への抵抗、従来の方法に固執する姿勢
といった ＂固定した集団が仲良くなりすぎること
での弊害（施設②）＂ や、資格や経験年数、能力や
理解力の個人差がある中で、それぞれに伝わる言葉
を使い分けて行う指導上のコミュニケーションの難
しさといった ＂中間管理職のコミュニケーション
の課題（施設①と③と④）＂ が挙げられた。介護職
の離職率が１％であった施設④の施設長からは、
＂中間管理職のコミュニケーションの課題＂ につい
て具体的に次のように課題が語られた。
『経営状況の悪い病院の合併や買取などのための
聞き取りを何度かした経験がありますが、破綻する
病院にはそれなりの理由があるんです。例えば、地
域の競合相手が多すぎる、組織のトップと底辺のス
タッフの考えが一致しておらず、目指すところが異
なるなど。そこから私は学んだ、つまり、高齢者施
設では人間関係が大事であり、そのためにはコミュ
ニケーションが大事である。（中略）本当は現場の
たたき上げの介護職が管理職になることが望ましい。
しかし、その候補者が管理職になる意思があるかど
うか次第である。つまり、管理職になりたくないに
も関わらず管理職になった場合、本人がつぶれてし
まうことも懸念され、そうはなってほしくない。
（施設④）』
次に「信頼」に関わる施設長の取り組みについて
は、「お互い様」と伝え合うことを呼びかけると
いった ＂組織メンバー間の敬意と信頼を育む機会
（施設②と④）＂、同職位や雇用形態や勤務年数の違
いで上下関係を作らない工夫として採用する介護職
の資格の統一といった ＂組織の良好な水平の人間
関係づくり（施設①と③と④）＂、施設長の大事な
事柄は施設長と書面でなく直接話すコミュニケー
ションといった ＂職場の良好な垂直の人間関係づ
くり（施設①と③）＂ や“問題発生時のポジティブ
な解決方針（施設①と③と④）＂ が職場のメンバー
間の信頼の醸成に取り組んでいた。＂問題発生時の
ポジティブな解決方針＂ について具体的に次のよ
うな語りで取り組みが紹介された。
『介護士が達成感を持てるよう、例えば入居者の
問題があれば、作業場の困りごと、大変なこととい
う意識を持たないよう、＂これは事例だ＂ というこ
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とで、＂作業での大変なこと＂ が ＂仕事の課題＂、と
なり、＂取り組みのゴールである＂ という認識に変
わって、解決すると達成感を感じるものだととらえ
てもらえるようになる、つまり共通の目標が存在し、
スタッフ同士が共有し解決することでお互いの達成
感につながり、真に共有できるんです。（施設④）』
一方、課題として、資質や姿勢に課題のあるス
タッフの影響で同僚スタッフへの精神的・物理的な
負担が生じるといった ＂人材の多様性で生じる仕
事の負担の偏り（施設①と②と④）＂ や、望まれる
人員構成を考慮した場合に ＂望ましい職場スタッ
フの性別や年代の割合との乖離（施設④）＂ がある
こと、さらに若い女性が役職に就いた場合に難しい
年長の男性の部下に対する指導といった ＂中間管
理職の育成と教育（施設③と④）＂ が、職場のメン
バーの信頼に関わる課題として挙がった。
最後に「積極的なリーダーシップの実践」に関し、
２施設では組織の理念や行動規範を踏まえリーダー
シップを発揮していた。例えば施設①は社是を踏ま
え、施設②は協働して作った職員の行動指針を踏ま
えていた。これに対し、残りの２施設では施設長の
独自の方針によるリーダーシップが発揮されていた。
施設③では ＂スタッフを縛らない主体性を尊重し
た協力体制の展開＂、施設④は「おせっかい介護を
しない」対象者への自立支援といった ＂ノーマラ
イゼーションの理念による支援の展開＂ で、いず
れも人間関係を基盤にした職場毎の自主性とスタッ
フ個々の責任感を育むという考えが背景にあった。
また、施設長の積極的なリーダーシップとして、新
入職者とチューターとの相性が悪い場合の速やかな
交代といった ＂職場の人間関係の問題への介入（施
設②と③）＂ や、欠員発生時には施設長が率先して
行う支援といった ＂スタッフ目線での現場との関
わり（施設①と③）＂、新入職者の教育におけるチ
ューター制の導入といった ＂職員の教育・育成の
積極的な支援（施設②）＂ が展開されていた。さら
に、業務マニュアルの整備による ＂業務の標準化
（施設①と③）＂ や、＂地域密着型施設で入居者は家
族であるという考えから、土地の言語を含めた文化
を理解する地元居住からのみのスタッフを採用する
ことで ＂組織の凝集性を高める工夫（施設④）＂、
＂仕事の楽しさや達成感を高める工夫（施設④）＂ と
いった職場の人間関係に間接的に影響する事柄につ
いて積極的なリーダーシップが発揮されていた。
一方、「積極的なリーダーシップの実践」に関す
る課題では、リーダーシップを発揮する以前の問題
として、指示を受けて決まりきった仕事を行うこと
をむしろ好む者は、組織の理念である主体性を理解
できずに辞めてしまうといった ＂仕事における多
様な価値観（施設①と②と④）＂ や ＂人材の多様性
による格差（施設①と④）＂ さらに ＂中間管理職や
指導者の要件に見合う人材の不足（施設①と②）＂ と
いった介護職の人材そのものや人材不足に関わる課
題が明らかとなった。このことはさらに、＂モチ
ベーションを維持するリーダーシップの難しさ（施
設①と③）＂ という課題にも関連していた。離職率
が４施設の中で21％と際立って高い施設④では、次
のように課題が語られた。
『人手不足の介護現場では、「（欠員になると）人
がいなくて大変となって、その状況は、やっぱりメ
ンタルが、たぶんどんどん落ちてくる、すると職員
さんも、たぶんモチベーションも上がらないですし。
明らかに人が少ないってなったら、（仕事で）やる
ことが一人当たりも増えてきてくるわけですから。
（リーダーシップの実践での）一番はその職員さん
のモチベーションということころをキープしなくち
ゃいけないというところが、やっぱりその（人員
の）補充までの間ですよね。（施設①）』
一方、ユニット型の形態を採用する施設③では、
＂モチベーションを維持するリーダーシップの難し
さ＂ について次のように語られた。
『モチベーションのやっぱり維持を、どうさせて
いくかというふうなところが（課題の）一つだとい
う風に思いますね。（中略）評価をそのキャリア
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アップであったりとか、評価を受けるという風な部
分というのは、ごく身近なところで感じ取れると思
います（中略）。同僚同士ぐらいのレベルやと思っ
ているんです。そこの中で、「よかったよ」とか
「ありがとう」とかいうふうなところが言えるつな
がり、の中でたぶんやっていけるんだろうと思うん
ですけども。（ユニットのケアでは）個で働く仕事
がほとんどなんですね。結果的に、（この評価につ
いて）自分でそれを消化しないといけないというの
が（中略）やりがいとかいう風なところの何か足り
なさにつながっていると思います。（施設③）』
Ⅳ．考察
本研究では、介護施設の人的資源を中心とした職
場環境に対する取り組みに関し、職場のソーシャ
ル・キャピタルの概念を用いて、施設長への面接を
通じて得られたデータの事例分析により、実態と課
題を明らかにした。Putnam（1993）によると、
ソーシャル・キャピタルの主な構成要素は、「ネッ
トワーク」、「互酬性の規範」、「信頼」とされ、それ
ぞれの関係について互酬性の規範とネットワークか
ら信頼が生じる可能性、つまりいずれかが増えると
他のものも増えるという相互強化的であると述べて
いる（Putman, 1995; 空閑, 2010）。今回、語られた
施設長による「コミュニケーション」「信頼」「積極
的なリーダーシップ」は、それぞれが施設長による
組織の良好な人間関係と職場のメンバー間の信頼の
構築に関わる取り組みであり、相互強化的な関係の
ものであった。これらは前述したソーシャル・キャ
ピタルの相互強化的な関係を踏まえた取り組み例で
あるといえ、前述の先行研究の指摘を支持した。
Kawachi（2006）のソーシャル・キャピタルの定
義に含まれる「互酬性の規範」に関し、一般化され
た互酬性が短期的に相手の利益になるようにという
愛他主義に基づくが、長期的には当事者全員の効用
を高めるであろうという利己心に基づくと指摘され
る（空閑, 2010）。今回、「お互い様」と伝え合う等
のコミュニケーションから育まれるメンバー間の信
頼は、むしろ後者の長期的に職場メンバー全体の互
酬性の効用、つまり、職場の人間関係による負の影
響を介護士たちが受けにくくなり、そのことで人材
が定着し安定するという効用があることを見据えて、
施設長は取り組んでいたと考えられる。
ソーシャル・キャピタルは健全なコミュニティの
形成・維持に不可欠な良好な人間関係資本と捉えら
れている（Putman, 1995; 空閑, 2010）。今回、離職
率が１％という介護施設の施設長の、経営面からも
高齢者施設には人間関係が大切であり、それゆえコ
ミュニケーションが大事であるという語りからも伺
えたように、職域において職場のソーシャル・キャ
ピタルの醸成は、職場の生産性の向上や介護職の離
職意向 （白石他, 2011）の点からも、組織に有益で
あるといえる。
「積極的なリーダーシップの実践」については、
いずれの施設長も組織の理念や行動規範や、施設長
の独自の方針のもと、人材や人間関係に直接・間接
的に影響する事柄に対し積極的なリーダーシップを
発揮していた。一方で、リーダーシップの課題、中
でもスタッフのモチベーションを維持する難しさに
ついては、国内の急速に進む高齢化による深刻な介
護人材の不足（国立社会保障・人口問題研究所, 
2018）の影響とともに、ユニット型という施設特性
の点からの課題が今回、明らかとなった。前者につ
いては介護人材の不足による悪循環がスタッフのモ
チベーションの維持を困難にするというもので、離
職率が最も高かった施設で認められた。一方、後者
は個で働く仕事が大半になるユニット型という施設
特性により、自身の仕事に関する評価や承認を得る
ことが難しい職場環境で、スタッフがモチベーショ
ンを維持しづらいというものであった。介護職の先
行研究では、コミュニケーションや情報共有の度合
いといった企業内ソーシャル・キャピタルの指標に
より、就業継続意向との有意な関連性が明らかにさ
れているが（加藤, 2015）、国内全体の介護人材の不
足による悪循環や、各施設特有の職場環境が、職場
のソーシャル・キャピタルの構築に影響しているこ
とが示唆された。このことからは、現場・組織・地
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域の各レベルで介護人材の定着に向け、職場のソー
シャル・キャピタルの構築に関わる課題について、
対策を講じる必要があるといえる。
一方、職場のソーシャル・キャピタルについては、
労働者の健康との関連性からプラスの側面が報告さ
れるが、いじめの助長などマイナスの側面が示唆さ
れている（オクサネン他, 2013）。今回「コミュニ
ケーション」に関して、職場や仕事の変化や異動へ
の抵抗、従来の方法に固執する姿勢がスタッフに認
められるといった ＂固定した集団が仲良くなりす
ぎることでの弊害＂ を施設長が課題として認識し
ていた。本研究の結果は、これらの指摘にさらなる
職場のソーシャル・キャピタルの負の影響について
知見を追加した。
介護職の需要が増す国内で（国立社会保障・人口
問題研究所, 2018）、医療福祉業は精神障害による労
災件数（厚生労働省, 2018）や介護職の離職理由の
点からも （介護労働安定センター, 2018）、人的資源
を中心とした職場環境づくりが今後一層望まれる。
職場のソーシャル・キャピタルを醸成するための前
提として、「コミュニケーション」「信頼」「積極的
リーダーシップ」（Read, 2014）に焦点を当て、施
設長の取り組みについて、聞き取りにより実態と課
題を明らかにした本研究の知見は、介護施設の人間
関係がもたらす職場環境改善の方策について、具体
的な実践例を示すとともに、介護職の離職防止と定
着のための職場環境づくりに関し、貴重な示唆を提
供したといえる。
本研究の限界として、研究協力者が同一の研究者
が面接を実施した４施設の施設長のデータを用いて
事例分析を行ったが、研究協力者が少数であった。
加えて、概ねスタッフの離職率が低く、充足率が高
い施設であったことから、得られた知見はそれらの
特性を強く反映している可能性が考えられる。
今後の課題として、離職率の高い施設や中間管理
職及びスタッフを対象とし、より多角的な視点から
介護職の職場のソーシャル・キャピタルに関わる取
り組みの実態と課題を検討することが望まれる。さ
らに量的調査と組み合わせた介護職の職場のソー
シャル・キャピタルの実態調査を通じ、職場環境の
改善のためのエビデンスの高い示唆を得ることが望
まれる。
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